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第4次中期経営計画 基本方針

ＢＥＹＯＮＤ２０２０に向けた “住” 関連ビジネスの基盤づくり 

第4次中期経営計画の基本方針

請負型

Trip Base事業 
・⼾建住宅事業 
・賃貸住宅事業 

請負型ビジネス 請負型

ストック型 開発型

請負型ビジネス 

住 ストック型 開発型 

国  際 
開発型ビジネス ストック型ビジネス 

住 

Global Strategy 

・リフォーム事業
・不動産フィー事業 

オーストラリア市場 
中国市場 
⽶国市場 

国際ビジネス ・分譲住宅事業 
・マンション事業 
・都市再開発事業 

住
経 営 方 針 

シンガポール市場 
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事業ドメインを“住”に特化した成長戦略の展開



【第4次中期経営計画の重点ポイント】 

請負型ビジネス 
トップブランドとして業界をリ ド ＆ 新たな請負事業へ挑戦 トップブランドとして業界をリード ＆ 新たな請負事業へ挑戦 

ストック型ビジネス 
 既存住宅を活かした新たな市場の創造で事業領域拡大 

開発型ビジネス開発型ビジネス 
 成長投資と資産回転率のバランスを重視 

国際ビジネス 
付加価値の高い住宅・住環境を国際展開し 事業機会の拡大を図る
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 付加価値の高い住宅・住環境を国際展開し、事業機会の拡大を図る 

（単位：億円）

【２０１７年度経営計画の進捗】 

【収益の状況】 （単位：億円） 

  

2016年度 2Q 2017年度 2Q 

売上高 営業利益 
営業 

利益率 
売上高 

           前期比 
営業利益 

        前期比 
営業 

利益率 

【収益の状況】 

請
負
型 

戸建住宅事業 1,884 235 12.5% 1,855 △1.5% 243 3.5% 13.1% 

賃貸住宅事業 2,068 264 12.8% 2,102 1.6% 277 4.9% 13.2% 

小計 3 953 499 12 6% 3 958 0 1% 520 4 2% 13 2%小計 3,953 499 12.6% 3,958 0.1% 520 4.2% 13.2% 

ス
ト
ッ
ク

リフォーム事業  684 87 12.8% 702 2.7% 104 18.7% 14.8% 

不動産フィー事業  2,336 164 7.0% 2,437 4.3% 169 3.4% 7.0% 

型 小計 3,020 251 8.3% 3,139 4.0% 273 8.7% 8.7% 

開

分譲住宅事業 684 54 7.9% 799 16.8% 77 42.4% 9.6% 

マンション事業 316 18 5 9% 288 △8 9% 33 79 8% 11 7%開
発
型 

マンション事業 316 18 5.9% 288 △8.9% 33 79.8% 11.7% 

都市再開発事業  772 129 16.7% 641 △17.1% 95 △26.3% 14.9% 

小計 1,773 202 11.4% 1,728 △2.5% 206 1.9％ 11.9% 

国 際 事 業  336 5 1.6% 886 163.6% 73 - 8.3% 

その他  412 2 0.7% 381 △7.5% 7 155.4% 1.8% 

消去または全社 - △169 - - - △177 - - 
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合計 9,496 792 8.3% 10,094 6.3% 903 14.0% 9.0% 



（単位：億円）

【第4次中期経営計画】 収益計画（セグメント別） 

（単位：億円） 

 

2017年度（期初計画） 2017年度（修正） 2018年度 2019年度 

売上高 営業利益 
営業 

利益率 
売上高 営業利益 

営業 
利益率 

売上高 営業利益
営業 

利益率 
売上高 営業利益 

営業 
利益率 

戸建住宅事業 3 810 485 % % % %

請
負
型 

戸建住宅事業 3,810 485 12.7% 3,700 485 13.1% 3,870 490 12.7% 3,950 500 12.7% 

賃貸住宅事業 4,460 625 14.0% 4,460 625 14.0% 4,530 635 14.0% 4,580 640 14.0% 

小計 8,270 1,110 13.4% 8,160 1,110 13.6% 8,400 1,125 13.4% 8,530 1,140 13.4% 

ス
ト
ッ
ク
型

リフォーム事業  1,400 180 12.9% 1,400 200 14.3% 1,460 190 13.0% 1,520 200 13.2% 

不動産フィー事
業  

4,880 340 7.0% 4,880 320 6.6% 5,080 370 7.3% 5,280 390 7.4% 

 

小計 6,280 520 8.3% 6,280 520 8.3% 6,540 560 8.6% 6,800 590 8.7% 

開

分譲住宅事業 1,430 130 9.1% 1,590 135 8.5% 1,440 130 9.0% 1,450 135 9.3% 

マンション事業 760 80 10.5% 760 80 10.5% 780 67 8.6% 800 77 9.6% 
発
型 都市再開発事業  900 125 13.9% 900 125 13.9% 1,040 110 10.6% 1,450 180 12.4% 

小計 3,090 335 10.8% 3,250 340 10.5% 3,260 307 9.4% 3,700 392 10.6% 

国際事業  3,000 300 10.0% 3,000 300 10.0% 3,000 370 12.3% 4,000 550 13.8% 

その他  800 5 0.6% 750 5 0.7% 800 8 1.0% 800 8 1.0% 

消去または全社 - △350 - - △355 - - △370 - - △380 - 
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合計 21,440 1,920 9.0% 21,440 1,920 9.0% 22,000 2,000 9.1% 23,830 2,300 9.7% 

（単位：億円）

【第4次中期経営計画の進捗と計画】 

21 440
22,000 

23,830 

（単位：億円） 
売上高 

営業利益 

16 138

18,051 
19,127  18,588 

20,269 

21,440

2 300
14,883  15,305 

16,138 

1,841  
1,920  

2,000  

2,300 

861

1,319  

1,465 1,496  

563  
708  

  2010   2011     2012     2013     2014     2015     2016     2017    2018     2019 
（計画） （計画） （計画） 

 
第1次計画 第2次計画 第3次計画 第4次計画
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第1次計画 
筋肉質な収益基盤 

を確立 
 

第2次計画 
事業拡大による 
利益成長加速 

 
 

第3次計画 
グループシナジーの強化による 
“住”関連ビジネスの新たな挑戦 

 

 
 

第4次計画 
BEYOND2020に向けた 

“住”関連ビジネスの基盤づくり 



【第4次中期経営計画の進捗と計画】 

ビジネスモデルが中期経営計画に沿って順調に拡大 

＜2017年度（計画）＞＜2010年度＞

 売 上 高 

（単位：億円） 

年度（ ）年度

 営業利益 

（単位：億円） 

3 000

＜2017年度（計画）＞＜2010年度＞ 

国 際

300 

＜2017年度（計画）＞ ＜2010年度＞ 

国 際 

2 527

3,250 

3,000 国 際

開発型 

520

340 
開発型 

4,534 
6,280 

2,527 
ストック型 

209 

520 
ストック型 

請負型

7,328 
8,160 

請負型 

49％ 38％ 
49％ 719 

1,110 
請負型 

76％ 
（売上寄与度） 

（利益 
寄与度）
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※内訳に「その他」、全社費用・セグメント間消去は含まず 

寄与度） 

【第4次中期経営計画の事業戦略】 

請負型ビジネス ストック型ビジネス 開発型ビジネス 国際ビジネス 

基本方針 高付加価値住宅の供給 グループ連携の強化 将来に亘る資産価値の形成 

成
長
戦

損益分岐点管理による利益率の向上 成長投資と回転率の向上 

戦
略 

重点課題 
• ＺＥＨ 
• 3・4階建て住宅 
• 収益物件賃貸住宅 
• エクステリア事業

• 高入居率の確保 
• 省エネリフォーム 
• リノベーション 
スムスト ク

• 戸建分譲地の取得 

• まちなみ重視の開発 

• Trip Base事業

• 米国における ＢtoＣ 
ビジネスへの挑戦 

• 環境重視型開発の 
推進 クステリア事業

• Trip Base事業 
• ＣＲＥ、PＲＥ事業 

• スムストック 
• 既存住宅流通 

• Trip Base事業

• 出口戦略の強化 

 

推進

経
営
基
盤 

技術力 顧客基盤 施工力 
コア・ 

コンピタンス 
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【請負型ビジネス 高付加価値住宅の提案（戸建住宅事業）】 

高付加価値住宅の販売施策により1棟当り単価が着実に上昇 利益率向上

62%
71% 

74% 
79% 

80% 

【グリーンファースト ゼロ比率】 

高付加価値住宅の販売施策により1棟当り単価が着実に上昇、利益率向上

実績 

49% 

62%
71% 73% 

40% 

60% 

2013 2014 2015 2016 2017 2Q 

目標 

当社の2020年目標の80％をほぼ達成 

【高付加価値商品構成比率の推移 ISシリーズ（鉄骨） ベルバーン（木造）】 

80% 
70%

76% 
86% 

80%

100% 

IS ベルバーン 

48% 
60% 

74% 

83% 

43%

70% 
79% 

40%

60% 

80%

43% 40%
2013 2014 2015 2016 20172Q

26 2%
26.6% 28.0% 

3 800

3,900 

【１棟当たり単価と売上総利益率の推移】 （単位：万円） （売上総利益率） 

3 450
3,565 

3,700 
3,729 3,791 24.9% 24.8% 

25.2% 
26.2% 

24.0% 

26.0% 

3,400 

3,500 

3,600 

3,700 

3,800 

シート8 

3,450 

22.0% 3,200 

3,300 

2013 2014 2015 2016 2017計画 

＊２０１７計画に記載の1棟当り単価は2Qの実績を掲載しております。 

【請負型ビジネス 高付加価値住宅の提案（戸建住宅事業）】 

損益分岐点経営を徹底し 計画に対し順調な利益率改善が継続

【売上高と営業利益率の推移】 
（単位：億円） 

損益分岐点経営を徹底し、計画に対し順調な利益率改善が継続 

6,000 

14 0%

12.7% 

11 4%
12.0% 

12.9% 13.1% 

12 7% 12 7% 12 7%

5,000 

12 0%

14.0% 

10.5% 

11.4% 12.7% 12.7% 12.7%

4,000 

10 0%

12.0% 

4 651

5,176 

3,000 

8 0%

10.0% 売上計画 

売上高 

利益率実績 

利益率中計4,651 
4,270 

3,937 3,831 3,700 3,870 3,950 2,000 

6 0%

8.0% 利益率中計 

0

1,000 

4 0%

6.0% 
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04.0% 
2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 



【請負型ビジネス 高付加価値住宅の提案（賃貸住宅事業）】 

都市部中心のエリアマーケティングにより3・4階建て比率上昇 売上・利益率も向上

6,128
6,854 7,677 

8,361 
9,296 

65%
8,000 60% 

70% 

【３・４階建て比率と１棟当たり単価】 （単位：万円） 

都市部中心のエリアマ ケティングにより3 4階建て比率上昇、売上 利益率も向上

6,128 

41% 
46% 

52% 

60% 
65% 

0 

2,000 

4,000 

6,000 

20% 

30% 

40% 

50% 

%

2013 2014 2015 2016 2017 2Q 

【3・４階建ての1棟当たり単価】 （単位：万円） 

11 500 13,200 13,600 14,000 
14,300 

20,000 

11,500 ,

0 

10,000 

【売上高と営業利益率】 

2013 2014 2015 2016 2017 2Q 

13 0% 13 8% 14.0% 14.0% 14.0% 
14 0%

（単位：億円） 

3,562 3,984 4,006 4,403 4,460 4,530 4,580 

10.2% 
11.5% 

13.0% 13.8% 

13.2% 

2,000 

4,000 

9.0% 

14.0% 

売上計画 

売上高 

利益率実績 

益率
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0 4.0% 
2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 

利益率中計 

【ストック型ビジネス 賃貸住宅事業との相関関係】 

賃貸住宅事業の売上高増加がストック事業等へ波及

（単位：億円） 【賃貸住宅事業の売上高推移】 

賃貸住宅事業の売上高増加がストック事業等へ波及 

3 037
3,562 

3,984 4,006 
4,403 4,460 

4,000 

5,000 

3,037 

0 

1,000 

2,000 

3,000 

56 5万室 58 4万室
59.5万室 

【管理室数と平均賃料の推移】 
（単位：万室） （単位：円） 

2012 2013 2014 2015 2016 2017 計画 

68,000 68,000 
68,600 

69,000 
69,500 

50.6万室 52.6万室 
54.5万室 56.5万室 58.4万室

40.0 

60.0 

67 000

68,000 

69,000 

70,000 

67,000 

0.0 

20.0 

65,000 

66,000 

67,000 

2012 2013 2014 2015 2016 2017 2Q 

【 貸 宅 推 】
（単位：億円） 

【賃貸住宅リフォームの推移】 

240 270 300 
360 390 

430 

200

300 

400 

500 
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100 

200 

2012 2013 2014 2015 2016 2017 
計画 



【ストック型ビジネス リフォーム事業 進捗状況】 

リフォーム事業の課題

1 250
1,341 1,344 1,334 

1,400 

1 4001 400

【売上高と従業員数の推移】 
（単位：人） （単位：億円） 

リフォ ム事業の課題 

1,115 
1,250

850人 900人
950人 1,000人 1,000人 

600

800 

1,000 

1,200 

1,400

600

800 

1,000 

1,200 

1,400 

850人 900人 

0 

200 

400 

600 

0 

200 

400 

600 

2012 2013 2014 2015 2016 2017 計画2012 2013 2014 2015 2016 2017 計画 

＊従業員数は積水リフォーム3社の概数です 

【リフォ ム事業の課題】【リフォーム事業の課題】 
 
①リフォーム従業員の積極的な採用と大型リフォーム提案をするための人材育成  
 
②ソーラーリフォーム減少を補うための大型リフォーム提案の積極化   
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【開発型ビジネス 進捗状況】 

東京・名古屋・大阪・福岡に集中したエリアマーケティングが奏功

「グランドメゾン新梅田タワー」、「グランドメゾン品川シーサイド」等
販売が好調 エリアマ ケティングが奏功

【マンション受注の推移】 

東京 名古屋 大阪 福岡に集中したエリアマ ケティングが奏功 

販売が好調、エリアマーケティングが奏功  
２Qの受注も前年比で＋39.7％と好調に推移 

864 900

【マンション事業の受注の推移】 （単位：億円） 

720 
766 

657 

777

643 

500

600 

700 

800 
「グランドメゾン品川シーサイドの杜」 

「グランドメゾン新梅田タワー」 

400 

500

2012  2013  2014  2015  2016  2017 2Q 

下期に予定して た物件売却を前倒しで実施

 
積水ハウス・リート投資法人に  

GC品川御殿山 

本町GC

【都市再開発事業の進捗】 

下期に予定していた物件売却を前倒しで実施

「本町ガーデンシティ（セントレジス部分）」、 
「ガーデンシティ品川御殿山（一部）」を売却 
その他物件も計画に即し売却 
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物件売却収益 
売上高 412億円  営業利益 67億円 



【国際事業の取り組み】（収支計画） 

（単位：億円） 

国名 

2015年度 2016年度 2017年度（計画） 

売上高
営業 
利益

経常 
利益

受注高 売上高
営業 
利益

経常 
利益

受注高 売上高
営業 
利益

経常 
利益

受注高売上高 
利益 利益 

受注高 売上高
利益 利益

受注高 売上高 
利益 利益

受注高

オーストラリア 330 33 28 742 452 69 67 123 580 80 80 450 

中国 57 △186 △182 100 416 5 3 437 410 20 17 420 

アメリカ 506 107 109 627 951 187 182 1,027 2,010 211 166 2,030 

シンガポール - - 51 - - - 30 - - - 13 - 

共通費 - △10 △10 - - △10 △10 - - △11 △11 -共通費  △10 △10   △10 △10   △11 △11 

合計 895 △56 △3 1,470 1,821 251 274 1,588 3,000 300 265 2,900 
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*シンガポール事業は、持分法投資損益で計上されます。 

【財務戦略】 

成⻑投資・株主還元・格付けそれぞれを重視 
バランスの取れた資本政策を図る 

利益(EPS)成⻑ 
資投資効率 2017年8月 

ハイブリッド社債1200億円を発行 

＜目的＞ 

株主還元 
・配当 資本効率 

成長戦略へ資金を振り向ける一方、 
財務の健全性、格付け維持を図るため、
資本増強の観点から 

配当 
・機動的な⾃⼰株取得 （ROE） 

＜資金使途＞ 

先行投資を行った、 
Woodside Homesの買収に伴う借入費

リスク対応 
（投資と財務健全性

用や今後償還を迎える社債などの償還
への充当 
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（投資と財務健全性
のバランス） 



【財務戦略】 

平均配当性向４０％ 利益成長に伴い 増配が継続

64

75 

70

80 

平均配当性向４０％ 利益成長に伴い、増配が継続 

＜１株当たり配当金推移＞ 
（単位：円） 

28

43 
50 

54 

64

40 

50 

60 

70 

20 18 18 18 18 20 22 24 24 

10 

21 20 

28

0

10 

20 

30 

0 

（年度） 

2012 2013 2014 2015 2016 
2017 
計画 

2018 
計画 

2019 
計画 

EPS（円） 69 17 118 63 130 91 120 16 175 48 185 48 191 28 215 92EPS（円） 69.17 118.63 130.91 120.16 175.48 185.48 191.28 215.92

配当⾦（円） 28.00 43.00 50.00 54.00 64.00 75.00 
配当性向 

40％
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40％ 
配当性向 40.5％ 36.2％ 38.2％ 44.9％ 36.5％ 40.4％ 

本資料は、当社が信頼できると考える情報に基づいて作成されておりますが、その正確性お

よび完全性に関しては保証できません。本資料に記載されている将来予測等に関する情報

は、発表日現在での当社の判断であります。 

また、当社は将来予想に関する情報を更新または修正して公表する義務を負うものではあり

ません。実際の業績等は今後の様々な要因によって予想数値と異なる結果となる 

可能性があることをご了解下さい。 


